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1 放送事業者
（1）事業者数
電気通信役務利用放送事業者数は、平成15年度末で46社に

平成15年度末における放送事業者数は、1,072社（対

前年度比46社増）である（図表①）。我が国の放送は、

受信料を基盤とするNHKと広告収入等を基盤とする

一般放送事業者による二元体制で構成されている。ま

た、放送大学学園が、教育のための放送を実施してい

る。

民間放送事業者数は1,070社（対前年度比46社増）で

あり、内訳は、地上系一般放送事業者数が362社（同4

社増）、衛星系一般放送事業者が134社（同3社減）、ケ

ーブルテレビ事業者（自主放送を行う許可施設のケー

ブルテレビ事業者）が571社（同43社増）となってい

る（図表②）。ケーブルテレビ事業では、近年、デジタ

ル化推進等のため、広域的に複数のケーブルテレビ局

を運営するMSO（Multiple System Operator）の拡大や

地域における事業者同士の広域連携等の動きがある。

平成14年1月、通信衛星や光ファイバ等の電気通信

回線を利用して放送を行う電気通信役務利用放送事業

制度が導入された。平成15年度末で、衛星役務利用放

送を行う事業者37社、有線役務利用放送を行う事業者

9社が登録されている。
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図表① 放送事業者数の推移
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図表② 民間放送事業者※1、※2の内訳（平成15年度末）
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平成14年度における放送事業の売上高は対前年度比0.6％減の3兆7,355億円

平成14年度における放送事業者の売上高は、3兆

7,355億円（対前年度比0.6％減）である。内訳は、

NHKの事業収入が6,648億円（対前年度比1.1％増）、地

上系民間放送事業者の売上高が2兆4,863億円（同4.2％

減）、衛星系民間放送事業者が2,769億円（同18.6％増）、

ケーブルテレビ事業者が3,076億円（同13.2％増）であ

る。地上系民間放送事業者の売上高が減少に転じたの

に対し、他の放送事業者の売上高は増加を続けている

（図表）。

なお、ケーブルテレビ事業者において、単年度黒字

の事業者の割合は77.1％（対前年度比8.3ポイント増）

となっており、ケーブルテレビ事業者の経営状況は改

善傾向にある。
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図表 放送事業の売上高の推移
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1 放送事業者
（3）NHK
衛星放送の受信契約数は、43万件増加

NHKは、大正14年3月に（社）東京放送局として我

が国初の放送（ラジオ）を開始し、昭和25年、放送法

に基づき、放送を行うための法人として設立された。

現在、NHKは国内放送として、地上放送では、テレ

ビジョン（総合及び教育）及びラジオ（第1、第2及び

FM）の5チャンネル、衛星放送では、BS放送として

テレビジョン第1（アナログ・デジタルのサイマル放

送）、第2（同）及びハイビジョン（同）の6チャンネ

ルによる放送を実施している。

1 受信契約数

NHKの運営財源は、受信契約者が公平に負担する

受信料によって賄われている。平成15年度末における

受信契約総数は、3,816万件であり、うち一般受信契約

数（普通契約及びカラー契約）が2,615万件、衛星放送

受信契約数（衛星契約及び特別契約）が1,201万件とな

っている（図表）。

2 放送時間数

平成15年度における1日の放送時間は、総合テレビ

ジョン放送、教育テレビジョン放送、ラジオ第1放送、

FMラジオ放送、衛星第1放送、衛星第2放送及びハイ

ビジョン放送が約23時間、ラジオ第2放送が約19時間

である。

平成16年版　情報通信白書

関連サイト：NHK（http://www.nhk.or.jp/）
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図表 NHKの放送受信契約数※・事業収入の推移
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地上デジタル放送が東京・名古屋・大阪で開始

我が国における主な放送サービスは、地上放送・衛

星放送及びケーブルテレビの3つに大別される。

地上テレビジョン放送は、昭和28年2月にNHKが、

同年8月に日本テレビ放送網が民放で初めて放送サー

ビスを開始した。昭和35年にはカラー放送が本格開始

され、今日国民に最も親しまれているメディアとして

広く普及している。また、平成15年12月に地上デジタ

ル放送が、東京・名古屋・大阪の三大都市圏において

開始された。

衛星放送は、平成8年6月にCSデジタル放送、12年12

月にBSデジタル放送、14年3月に東経110度CSデジタ

ル放送が開始され、一層の多チャンネル化が進展して

いる。また、平成16年夏頃には我が国初の衛星による

移動体向けの2.6GHz帯衛星デジタル音声放送の開始を

予定している。

ケーブルテレビは、平成12年12月にBSデジタル放送

の再送信が開始され、放送サービスの高度化が進むと

ともに、8年10月からインターネット接続サービスの

提供にも利用されている（図表）。
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図表 主な放送サービスの開始年
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2 放送サービス
（2）地上放送
平成15年度末のコミュニティ放送局は167局に

平成15年度末における地上民間テレビジョン放送局

（アナログ放送）の事業数は127社である。また、地上

民間テレビジョン放送（アナログ放送）の視聴可能な

チャンネル数は都道府県別では、図表①のとおりとな

っており、約9割の世帯において4チャンネル以上が視

聴可能となっている。

平成4年1月に制度化されたコミュニティ放送の開局

数は、平成15年度末には167社となっており、着実に

増加している（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

視聴可能なチャンネル数 

（参考）地上テレビジョン放送サービスの世帯カバー率※ 
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19.3％ 

7.6％ 

2.1％ 

1.2％ 

※　世帯カバー率は、総務省「住民基本台帳」（平成14年度末）を基に算出 

図表① 地上民間テレビジョン放送（アナログ放送）の視聴可能なチャンネル数（平成15年度末）
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図表② コミュニティ放送の開局数の推移
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衛星放送の高度化については、3-3-2(2)(P.232)参照

2.6GHz帯衛星デジタル音声放送が平成16年夏に開始予定

1 BS放送

BS放送は、平成元年6月にアナログ放送、平成12年

12月にデジタル放送が開始されている。

アナログ放送では、BS-4先発機（BSAT-1a及びBSAT-

1b（予備衛星））を用いて、NHK（3チャンネル）及び

WOWOW（1チャンネル）がテレビジョン放送を実施

している。

デジタル放送では、BS-4後発機（BSAT-2a）を用い

て、NHK及び民間放送7社がテレビジョン放送、民間

放送10社（サイマル放送を行う事業者を含む。）が超

短波放送、民間放送9社（同前）がデータ放送を実施

している。

平成15年度末における契約件数は、アナログ放送と

デジタル放送を合わせて、NHKが1,200.9万件（対前年

度比3.7％増）、WOWOWが248.5万件（同0.6％減）と

なっている（図表①）。

2 2.6GHz帯衛星デジタル音声放送

2.6GHz帯衛星デジタル音声放送は平成16年夏頃放送

開始を予定している。当該放送はMBSATを用いてモ

バイル放送が、音声を中心とした我が国初の衛星によ

る移動体向け放送を実施する予定である。

3 CS放送

CS放送は、平成4年4月にアナログ放送、8年6月にデ

ジタル放送が開始されている。

アナログ放送は、現在JCSAT-2を用いてミュージッ

クバードがPCM音声放送及びデータ多重放送を実施

しているのみであり、CS放送についてはおおむねデ

ジタル放送への移行が完了している。

デジタル放送では、JCSAT-3及びJCSAT-4を用いてス

カイパーフェクTV系の委託放送事業者103社が、

SUPERBIRD-Cを用いて有線ブロードネットワークス

が放送番組を提供している。平成15年度末における契

約件数は、スカイパーフェクTVが352万件（対前年度

比4％増）となっている（図表①）。また、平成14年3月

にBSと同じ東経110度に打上げられたN-SAT-110衛星を

用いた放送（東経110度CSデジタル放送）が開始され

ている（図表②）。平成15年度末における東経110度CS

デジタル放送の契約件数は12.3万件である。
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図表① 衛星放送の契約数の推移
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PCM放送 

音声（PCM） 17ch 
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平成10年4月 放送開始 
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BSAT-2a、2c 
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HDTV 7ch 
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図表② 衛星放送に用いられている衛星（平成15年度末現在）
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放送の高度化の推進については、3-3-2(P.230)参照

2 放送サービス
（4）ケーブルテレビ
平成15年度末の加入契約数は9.2％増の1,654万契約

ケーブルテレビは、地上テレビジョン放送の難視聴

を解消するため、地上テレビジョン放送番組の再送信

を中心に行う補完的な放送メディアとして開始され

た。しかし、近年では、衛星放送番組の再送信や自主

制作番組の増加等により、ケーブルテレビの放送番組

は多様化しつつある。

平成15年度末における自主放送を行う許可施設のケ

ーブルテレビの契約数は1,654万契約（対前年度比

9.2％増）、世帯普及率は33.6％と着実に増加している

（図表①）。また、自主放送を行う許可施設以外のケー

ブルテレビを含めた契約数は2,468万契約（対前年度比

5.8％増）と増加している。

ケーブルテレビの施設は、放送のみならず、インタ

ーネット接続サービス、IP電話等の通信サービスの提

供にも活用されており、ケーブルテレビは通信及び放

送サービスを総合した「フルサービス」を提供する地

域の総合的情報通信基盤に成長している。ケーブルテ

レビ網を利用したインターネット接続サービスは、平

成15年度末に307社が提供し、契約数は257.8万となっ

ている（図表②）。また、ブロードバンド化等に対応す

るため、ケーブルテレビ網の幹線における光化及び伝

送容量の広帯域化が進展している（図表③、④）。
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図表① ケーブルテレビの契約数・世帯普及率※の推移
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図表② ケーブルテレビインターネット提供事業者数
と契約数の推移
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図表③ ケーブルテレビの幹線光化率の推移
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図表④ 自主放送を行う許可施設数の帯域別比率
（平成14年度末）
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テレビジョン国際放送が海外在留邦人の居住地域をほぼ100％カバー

1 国際放送

外国における受信を目的とした国際放送について

は、NHKが、短波放送によるラジオ国際放送「ラジ

オ日本」及び衛星放送によるテレビジョン国際放送

「NHKワールドTV」を行っている。

（1）ラジオ国際放送

「ラジオ日本」では、平成15年度末現在、1日延べ

65時間（一般向け：31時間、地域向け：34時間）、日本

語、英語を含む22の言語で、海外各地の中継局を経由

して全世界を対象に放送を行っている。また、平成12

年2月からは、調査研究の附帯業務として、「ラジオ日

本」のニュース等をインターネットで配信するサービ

スを試行的に行っている。

（2）テレビジョン国際放送

デジタル方式による「NHKワールドTV」が、平成

10年4月からアジア・太平洋地域を対象にテレビジョ

ン（映像）国際放送として開始され、順次、放送対象

地域を拡大し、平成13年8月には海外在留邦人の居住

地域のほぼ100％をカバーした（図表）。放送時間につ

いてみると、平成11年10月に、1日の放送時間をこれ

までの18時間から24時間に拡大し、完全24時間放送と

なっている。なお、本放送は、ノンスクランブルの無

料放送である。

2 外国向け番組配信

外国向けの番組配信については、NHK及び民間放

送事業者が、ニュース・情報、娯楽番組等を外国放送

事業者又は外国ケーブルテレビ事業者に提供してい

る。

（1）NHK（NHKワールド・プレミアム）

「NHKワールド・プレミアム」は、平成11年から配

信エリアを拡大した。外国放送事業者又は外国ケーブ

ルテレビ事業者172機関に対して、デジタル方式によ

り配信され、94の国・地域で視聴されている。これと

同時に、配信時間は1日24時間に延長された。

（2）民間放送事業者

我が国の放送事業者が共同出資するJETTV（Japan

Entertainment Television、本社台湾）は、台湾のケー

ブルテレビ事業者等に対する番組配信を行っている。

平成16年版　情報通信白書
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図表 「NHKワールドTV」放送エリア（平成15年度末現在）
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3 放送メディアの利用状況

1日当たりテレビジョン視聴時間は3時間42分

1 視聴時間

平成15年6月にNHK放送文化研究所が行った全国個

人視聴率調査によると、1日当たりのテレビジョン放

送視聴時間（週平均）は3時間42分であった。内訳は、

民放の視聴時間が2時間39分、NHKの視聴時間が1時間

3分となっている（図表①）。

2 視聴率

時刻別の視聴率をみると、朝7時台前半、昼12時台

前半、夜20時台にピークがきている。昼のピーク周辺

ではNHK総合の視聴率は民放の視聴率と大きな差は

ないが、朝のピーク時は民放の合計視聴率がNHK総

合の約1.6倍、夜のピーク時は民放の合計視聴率が

NHK総合の3倍以上となっている（図表②）。
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図表① 1日当たりのテレビジョン放送視聴時間の推移（週平均）
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図表①、②　NHK放送文化研究所「全国個人視聴率調査（平成15年6月調査）」により作成 

図表② 30分ごとの平均視聴率（平日平均）


